
第1２期連結・個別財務諸表

平 成  ２ ８  年 度

平成28年４月1日から

平成29年３月31日まで



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成29年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 7,613 14,213 

高速道路事業営業未収入金 31,641 34,185 

未収入金 8,650 6,769 

未収還付法人税等 0 94 

未収消費税等 68 － 

有価証券 18,500 9,000 

仕掛道路資産 127,804 101,479 

原材料及び貯蔵品 252 258 

受託業務前払金 1,533 1,718 

繰延税金資産 1,047 1,345 

その他 1,341 1,196 

貸倒引当金 △9 △11

流動資産合計 198,444 170,249 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 27,624 28,310 

減価償却累計額 △11,279 △12,231

建物及び構築物（純額） 16,345 16,078 

機械装置及び運搬具 49,056 51,136 

減価償却累計額 △34,263 △34,859

機械装置及び運搬具（純額） 14,792 16,276 

土地 3,860 3,789 

リース資産 3,907 4,951 

減価償却累計額 △917 △1,104

リース資産（純額） 2,990 3,846 

建設仮勘定 1,164 1,731 

その他 1,733 1,910 

減価償却累計額 △1,261 △1,390

その他（純額） 472 520 

有形固定資産合計 39,626 42,243 

無形固定資産 

ソフトウエア 1,455 1,591 

その他 6 6 

無形固定資産合計 1,461 1,598 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※１ 748 ※１ 812

繰延税金資産 517 4,055

その他 1,219 1,083

貸倒引当金 △19 △18

投資その他の資産合計 2,466 5,932 

固定資産合計 43,554 49,774 

資産合計 ※２ 241,999 ※２ 220,023
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成29年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

高速道路事業営業未払金 34,711 22,412 

未払金 4,138 6,569 

リース債務 338 475 

未払法人税等 815 1,080 

未払消費税等 559 1,083 

受託業務前受金 644 885 

前受金 286 98 

賞与引当金 1,383 1,425 

その他 1,273 2,232 

流動負債合計 44,152 36,263 

固定負債 

道路建設関係社債 ※２ 53,491 ※２ 43,493

道路建設関係長期借入金 75,907 67,284

リース債務 2,548 3,283 

繰延税金負債 68 － 

役員退職慰労引当金 134 118 

ETCマイレージサービス引当金 34 31 

退職給付に係る負債 31,957 30,543 

その他 684 591 

固定負債合計 164,827 145,348 

負債合計 208,979 181,611 

純資産の部 

株主資本 

資本金 10,000 10,000 

資本剰余金 10,000 10,000 

利益剰余金 21,993 25,085 

株主資本合計 41,993 45,085 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 △4 △1

退職給付に係る調整累計額 △9,371 △7,191

その他の包括利益累計額合計 △9,376 △7,193

非支配株主持分 402 520 

純資産合計 33,019 38,412 

負債・純資産合計 241,999 220,023 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日) 

営業収益 256,880 249,675 

営業費用 

道路資産賃借料 129,701 130,203 

高速道路等事業管理費及び売上原価 ※１,※３ 119,211 ※３ 112,555

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 4,957 ※２,※３ 5,353

営業費用合計 253,869 248,112 

営業利益 3,011 1,563 

営業外収益 

受取利息 12 1 

土地物件貸付料 31 62 

原因者負担収入 16 13 

ハイウェイカード前受金取崩益 37 － 

回数券付替サービス前受金取崩益 － 29 

持分法による投資利益 92 63 

その他 179 98 

営業外収益合計 369 267 

営業外費用 

支払利息 10 1 

偽造ハイウェイカード損失 1 1 

その他 30 2 

営業外費用合計 42 5 

経常利益 3,338 1,825 

特別利益 

固定資産売却益 ※４ 46 ※４ 0

特別利益合計 46 0 

特別損失 

固定資産売却損 － ※５ 41

固定資産除却費 ※６ 85 ※６ 28

たな卸資産処分損 1 36

事務所移転費用 34 1 

減損損失 ※７ 10 ※７ 65

特別損失合計 131 173 

税金等調整前当期純利益 3,253 1,653 

法人税、住民税及び事業税 744 962 

過年度法人税等 93 － 

法人税等調整額 △105 △2,519

法人税等合計 732 △1,557

当期純利益 2,520 3,210 

非支配株主に帰属する当期純利益 90 117 

親会社株主に帰属する当期純利益 2,430 3,092 
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【連結包括利益計算書】

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日) 

当期純利益 2,520 3,210 

その他の包括利益 

その他有価証券評価差額金 △0 － 

退職給付に係る調整額 △6,206 2,179 

持分法適用会社に対する持分相当額 △13 3 

その他の包括利益合計 ※１ △6,220 ※１ 2,183

包括利益 △3,699 5,393 

（内訳） 

親会社株主に係る包括利益 △3,790 5,275 

非支配株主に係る包括利益 90 117 
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：百万円) 

株主資本 その他の包括利益累計額 
非支配 

株主持分 
純資産 
合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

退職給付に 
係る 

調整累計額 

その他の 
包括利益 

累計額合計 

当期首残高 10,000 10,000 19,562 39,562 9 △3,164 △3,155 311 36,719 

当期変動額 

親会社株主に帰属する当
期純利益 

2,430 2,430 2,430 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

△13 △6,206 △6,220 90 △6,130

当期変動額合計 － － 2,430 2,430 △13 △6,206 △6,220 90 △3,699

当期末残高 10,000 10,000 21,993 41,993 △4 △9,371 △9,376 402 33,019 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

(単位：百万円) 

株主資本 その他の包括利益累計額 
非支配 

株主持分 
純資産 
合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

退職給付に 
係る 

調整累計額 

その他の 
包括利益 

累計額合計 

当期首残高 10,000 10,000 21,993 41,993 △4 △9,371 △9,376 402 33,019 

当期変動額 

親会社株主に帰属する当
期純利益 

3,092 3,092 3,092 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

3 2,179 2,183 117 2,300 

当期変動額合計 － － 3,092 3,092 3 2,179 2,183 117 5,393 

当期末残高 10,000 10,000 25,085 45,085 △1 △7,191 △7,193 520 38,412 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 3,253 1,653 

減価償却費 5,954 5,675 

減損損失 10 65 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 2 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14 △15

賞与引当金の増減額（△は減少） 15 41

回数券払戻引当金の増減額（△は減少） △11 －

ETCマイレージサービス引当金の増減額（△は減少） △6 △2

仕掛道路損失引当金の増減額（△は減少） △376 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 459 △619

受取利息 △12 △1

支払利息 10 1

固定資産売却損益（△は益） △46 40

固定資産除却費 85 28

たな卸資産処分損 1 36

持分法による投資損益（△は益） △92 △63

売上債権の増減額（△は増加） △2,976 △953

たな卸資産の増減額（△は増加） ※２ △176 ※２ 26,282

仕入債務の増減額（△は減少） 3,126 △12,470

未払又は未収消費税等の増減額 2,871 592 

その他 408 4,141 

小計 12,498 24,433 

利息及び配当金の受取額 15 3 

利息の支払額 △296 △140

法人税等の還付額 112 0

法人税等の支払額 △510 △924

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,819 23,372 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

固定資産の取得による支出 △5,489 △7,592

固定資産の売却による収入 509 396

固定資産の除却による支出 △51 △5

投資有価証券の取得による支出 △13 －

投資有価証券の償還による収入 209 －

定期預金の預入による支出 △106 △1

定期預金の払戻による収入 120 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,820 △7,191

財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入れによる収入 18,998 9,876 

長期借入金の返済による支出 ※２ △27,358 ※２ △18,499

道路建設関係社債発行による収入 50,000 40,000 

道路建設関係社債償還による支出 ※２ △47,584 ※２ △50,000

リース債務の返済による支出 △303 △448

非支配株主への配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,248 △19,071

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 750 △2,891

現金及び現金同等物の期首残高 25,124 25,874 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 25,874 ※１ 22,983
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数                 8社 

連結子会社の名称      阪神高速サービス㈱ 

 阪神高速技術㈱ 

 阪神高速パトロール㈱ 

 阪神高速トール大阪㈱ 

 阪神高速トール神戸㈱ 

 阪神高速技研㈱ 

 内外構造㈱ 

 阪高プロジェクトサポート㈱ 

  阪高プロジェクトサポート㈱は、当社の子会社の出資により設立されたため、当連結会計年度より連結の範囲

に含めております。 

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称   阪申土木技術諮詢（上海）有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社の数  5社 

関連会社の名称   ㈱情報技術 

 ㈱テクノ阪神 

 ㈱ハイウエイ管制 

 阪神施設工業㈱ 

 阪神施設調査㈱ 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（阪申土木技術諮詢（上海）有限公司）は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

（時価のあるもの） 

  決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

（時価のないもの） 

 移動平均法による原価法によっております。 

② たな卸資産

評価基準は主として原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

仕掛道路資産

 個別法を採用しております。 

  なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価額に労務

費・人件費等のうち道路建設に要した費用として区分された費用の額及び除却工事費用等資産の取得に要した

費用の額を加えた額としております。 

 また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工事完了の日までに発生したものは建

設価額に算入しております。 

原材料及び貯蔵品 

 主として個別法を採用しております。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定額法、連結子会社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）並び

に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物      ５～60年 

機械装置及び運搬具  ５～17年 

その他              ５～10年 

  また、阪神高速道路公団から承継した資産については、上記耐用年数を基にした中古資産の耐用年数によって

おります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 繰延資産の処理方法

道路建設関係社債発行費

 支出時に償却しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。 

③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

④ ＥＴＣマイレージサービス引当金

ＥＴＣマイレージサービス制度による高速道路通行料金割引に備えるため、マイレージポイント発生見込額を

計上しております。 

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時に一括費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（９～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

  また、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(6) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

 道路資産完成高 

   工事完成基準を適用しております。 

 受託業務収入 

   当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 
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(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

  法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、連結子会社が平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

  この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微でありま

す。

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

  前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」は、金額的重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度においては「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。この表

示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「助成金収入」に表示していた41

百万円は、「営業外収益」の「その他」として組み替えております。

  前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「回数券払戻損失」は、金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度においては「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「回数券払戻損失」に表示してい

た18百万円は、「営業外費用」の「その他」として組み替えております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１  非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

投資有価証券（株式） 721百万円 785百万円

※２  担保資産及び担保付債務

高速道路株式会社法第８条の規定により、以下の社債について、当社の総財産を担保に供しております。

前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

道路建設関係社債 53,491百万円（額面53,500百万円） 43,493百万円（額面43,500百万円）

  なお、上記に加えて、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条の規定により、独立行政法人日本高速

道路保有・債務返済機構に引き渡した道路建設関係社債153,100百万円（額面）（前連結会計年度130,660百万円（額

面））について、当社の総財産を担保に供しております。

 ３  偶発債務

  独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の保有する債券等に対して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。

(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法第16条の規定により、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が阪

神高速道路公団から承継した債券（国が保有している債券を除く。）に係る債務については、独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。

前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 15,000百万円 15,000百万円

(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条の規定により、高速道路の新設、改築、修繕又は災害

復旧に要する費用に充てるために負担した債務を独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き渡した額

のうち、以下の金額については、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っておりま

す。

前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 166,160百万円 177,600百万円

 なお、上記引渡しにより、以下の債務が減少しております。

前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

道路建設関係社債 47,584百万円 50,000百万円

道路建設関係長期借入金 25,258 18,499
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（連結損益計算書関係）

※１  高速道路等事業管理費及び売上原価に含まれている仕掛道路損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

前連結会計年度

（自  平成27年４月１日

 至  平成28年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成28年４月１日

 至  平成29年３月31日）

△95百万円 －百万円

※２  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度 

（自  平成27年４月１日 

 至  平成28年３月31日） 

当連結会計年度 

（自  平成28年４月１日 

 至  平成29年３月31日） 

役員報酬 393百万円 397百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 20 22 

給料手当 1,573 1,737 

賞与 224 264 

賞与引当金繰入額 216 228 

退職給付費用 297 97 

法定福利費 382 433 

地代家賃 206 221 

租税公課 358 530 

ＥＴＣマイレージサービス引当金繰入額 23 26 

※３  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度 

（自  平成27年４月１日 

 至  平成28年３月31日） 

当連結会計年度 

（自  平成28年４月１日 

 至  平成29年３月31日） 

157百万円 226百万円 

※４  固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度

（自  平成27年４月１日

 至  平成28年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成28年４月１日

 至  平成29年３月31日）

建物及び構築物 1百万円 －百万円

機械装置及び運搬具 1 0

土地 43 －

計 46 0

※５  固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度

（自  平成27年４月１日

 至  平成28年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成28年４月１日

 至  平成29年３月31日）

土地 －百万円 41百万円

計 － 41
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※６  固定資産除却費の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度

（自  平成27年４月１日

 至  平成28年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成28年４月１日

 至  平成29年３月31日）

建物及び構築物 56百万円 ７百万円

機械装置及び運搬具 0 11

その他（工具、器具及び備品） 1 6

ソフトウエア 27 3

計 85 28

※７  減損損失

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

  前連結会計年度  （自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

用途 種類 場所 計上額（百万円）

休憩所施設 建物及び構築物 大阪市西淀川区 ほか 4

農産物・海産物直売所

建物及び構築物

神戸市須磨区

1

その他（工具、器具及

び備品）
4

 （合計） 10

 当連結会計年度  （自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

用途 種類 場所 計上額（百万円）

休憩所施設 建物及び構築物 大阪府泉大津市 ほか 54

農産物・海産物直売所

機械装置及び運搬具

神戸市須磨区

2

その他（工具、器具及

び備品）
8

 （合計） 65

（資産のグルーピング）

 資産のグルーピングは管理会計上の区分を基礎として以下のように決定しております。

① 高速道路事業に使用している固定資産は、すべての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成してい

ることから、全体を一つの資産グループとしております。

② ①以外の事業用固定資産については、原則として事業管理単位毎としております。

③ それ以外の固定資産については、原則として個別の資産毎としております。

休憩所施設

（減損損失を認識するに至った経緯）

  休憩所別の営業損益が継続してマイナスとなった休憩所施設につき、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

 使用価値をもって回収可能価額を測定しております。なお、減損対象となった資産については、いずれも将来

キャッシュ・フローの見積額がマイナスであるため、使用価値は零と評価しております。

農産物・海産物直売所

（減損損失を認識するに至った経緯）

  農産物・海産物直売所は、収益性の低下により投資額の回収が困難と見込まれるため、固定資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

 使用価値をもって回収可能価額を測定しております。なお、減損対象となった資産については、いずれも将来

キャッシュ・フローの見積額がマイナスであるため、使用価値は零と評価しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 △0百万円 －百万円

組替調整額 △0 －

税効果調整前 △0 －

税効果額 0 －

その他有価証券評価差額金 △0 －

退職給付に係る調整額：

当期発生額 △6,742 △461

組替調整額 535 1,256

 税効果調整前 △6,206 794

 税効果額 － 1,385

 退職給付に係る調整額 △6,206 2,179

持分法適用会社に対する持分相当額：

当期発生額 △2 3

組替調整額 △11 △0

持分法適用会社に対する持分相当額 △13 3

その他の包括利益合計 △6,220 2,183
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 20,000 － － 20,000

合計 20,000 － － 20,000

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 該当事項はありません。

 ３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

 ４．配当に関する事項

 該当事項はありません。

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 20,000 － － 20,000

合計 20,000 － － 20,000

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 該当事項はありません。

 ３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

 ４．配当に関する事項

 該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度

（自  平成27年４月１日

 至  平成28年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成28年４月１日

 至  平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 7,613百万円 14,213百万円 

取得日から３ヶ月以内に償還される短期投資

（有価証券勘定）
18,500 9,000

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △239 △230

現金及び現金同等物 25,874 22,983

※２

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

  財務活動によるキャッシュ・フロー、長期借入金の返済による支出△27,358百万円には、独立行政法人日本高

速道路保有・債務返済機構法第15条第１項の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が行った

債務引受の額△25,258百万円が含まれております。また、道路建設関係社債償還による支出△47,584百万円は、

同規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が行った債務引受の額であります。 

  以上の債務引受に伴い、営業活動によるキャッシュ・フロー、たな卸資産の増減額△176百万円には、道路整備

特別措置法第51条第２項ないし第４項の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に帰属したた

な卸資産の額71,189百万円が含まれております。

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

  財務活動によるキャッシュ・フロー、長期借入金の返済による支出△18,499百万円は、独立行政法人日本高速

道路保有・債務返済機構法第15条第１項の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が行った債

務引受の額であります。また、道路建設関係社債償還による支出△50,000百万円は、同規定により独立行政法人

日本高速道路保有・債務返済機構が行った債務引受の額であります。 

  以上の債務引受に伴い、営業活動によるキャッシュ・フロー、たな卸資産の増減額26,282百万円には、道路整

備特別措置法第51条第２項ないし第４項の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に帰属した

たな卸資産の額62,683百万円が含まれております。

‐15‐



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

  当社グループは、「高速道路事業」、「受託事業」を中核として事業活動を展開しており、当社及びグループ会

社の事業の種類別の区分により、経営を管理しております。

  したがって、当社グループにおける事業セグメントは、事業の種類別セグメントにより識別しており、「高速道

路事業」及び「受託事業」の２つを報告セグメントとしております。

  「高速道路事業」においては、阪神高速道路の新設、改築、修繕その他の管理等を実施しております。「受託事

業」においては、国、地方公共団体等の委託に基づき道路の新設、改築等を実施しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

連結財務諸表

計上額 

(注)３ 高速道路事業 受託事業 計 

売上高 

外部顧客への売上高 244,085 7,626 251,712 5,168 256,880 － 256,880 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
89 － 89 29 119 △119 － 

計 244,175 7,626 251,802 5,197 257,000 △119 256,880 

セグメント利益 2,200 9 2,209 801 3,011 － 3,011 

セグメント資産 190,203 8,447 198,651 8,893 207,544 34,455 241,999 

その他の項目 

減価償却費 4,905 － 4,905 343 5,249 705 5,954 

持分法適用会社へ 

の投資額 
711 － 711 － 711 － 711 

有形固定資産及び無 

形固定資産の増加額 
4,221 － 4,221 1,477 5,698 1,040 6,739 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない休憩所等事業、駐車場事業、道路マネジメント

事業、発生土再生活用事業等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

（1）売上高の調整額△119百万円は、セグメント間取引消去であります。

（2）セグメント資産の調整額34,455百万円は、全社資産であり、その主なものは各事業共用の固定資産、

余剰運用資金等であります。

（3）減価償却費の調整額705百万円は、各事業共用の固定資産の減価償却費であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,040百万円は、各事業共用の固定資産の設備投資額

であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

連結財務諸表

計上額 

(注)３ 高速道路事業 受託事業 計 

売上高 

外部顧客への売上高 236,375 6,533 242,909 6,766 249,675 － 249,675 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
299 － 299 21 321 △321 － 

計 236,675 6,533 243,208 6,788 249,997 △321 249,675 

セグメント利益又は

損失（△） 
714 △74 640 923 1,563 － 1,563 

セグメント資産 168,150 7,479 175,629 8,665 184,295 35,728 220,023 

その他の項目 

減価償却費 4,520 － 4,520 359 4,880 794 5,675 

持分法適用会社へ 

の投資額 
776 － 776 － 776 － 776 

有形固定資産及び無 

形固定資産の増加額 
6,846 － 6,846 860 7,707 1,362 9,069 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない休憩所等事業、駐車場事業、道路マネジメント

事業、発生土再生活用事業等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

（1）売上高の調整額△321百万円は、セグメント間取引消去であります。

（2）セグメント資産の調整額35,728百万円は、全社資産であり、その主なものは各事業共用の固定資産、

余剰運用資金等であります。

（3）減価償却費の調整額794百万円は、各事業共用の固定資産の減価償却費であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,362百万円は、各事業共用の固定資産の設備投資額

であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

(単位：百万円) 

前事業年度 
(平成28年３月31日) 

当事業年度 
(平成29年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 6,229 12,708 

高速道路事業営業未収入金 31,632 34,176 

未収入金 7,553 6,410 

未収還付法人税等 － 90 

有価証券 18,500 9,000 

仕掛道路資産 127,902 101,693 

貯蔵品 142 154 

受託業務前払金 1,533 1,718 

前払費用 67 73 

繰延税金資産 516 382 

その他 476 559 

貸倒引当金 △9 △11

流動資産合計 194,546 166,956 

固定資産 

高速道路事業固定資産 

有形固定資産 

建物 1,495 1,507 

減価償却累計額 △457 △514

建物（純額） 1,037 992 

構築物 18,178 18,684 

減価償却累計額 △7,861 △8,425

構築物（純額） 10,317 10,259 

機械及び装置 48,464 50,525 

減価償却累計額 △33,649 △34,263

機械及び装置（純額） 14,814 16,261 

車両運搬具 442 453 

減価償却累計額 △369 △382

車両運搬具（純額） 73 71 

工具、器具及び備品 289 297 

減価償却累計額 △213 △220

工具、器具及び備品（純額） 75 77 

建設仮勘定 1,144 1,729 

有形固定資産合計 27,462 29,391 

無形固定資産 

ソフトウエア 777 844 

その他 1 1 

無形固定資産合計 778 845 

高速道路事業固定資産合計 28,241 30,237 
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(単位：百万円) 

前事業年度 
(平成28年３月31日) 

当事業年度 
(平成29年３月31日) 

関連事業固定資産 

有形固定資産 

建物 1,442 1,396 

減価償却累計額 △191 △224

建物（純額） 1,250 1,171 

構築物 121 109 

減価償却累計額 △21 △25

構築物（純額） 100 84 

機械及び装置 16 2 

減価償却累計額 △8 △2

機械及び装置（純額） 7 0 

車両運搬具 4 4 

減価償却累計額 △4 △4

車両運搬具（純額） 0 0 

工具、器具及び備品 93 90 

減価償却累計額 △38 △52

工具、器具及び備品（純額） 54 38 

土地 1,952 1,908 

リース資産 62 62 

減価償却累計額 △10 △23

リース資産（純額） 51 38 

有形固定資産合計 3,417 3,241 

無形固定資産 

ソフトウエア 1 0 

その他 0 － 

無形固定資産合計 1 0 

関連事業固定資産合計 3,419 3,241 

各事業共用固定資産 

有形固定資産 

建物 4,545 4,652 

減価償却累計額 △1,641 △1,829

建物（純額） 2,903 2,822 

構築物 58 58 

減価償却累計額 △28 △31

構築物（純額） 29 26 

工具、器具及び備品 575 605 

減価償却累計額 △408 △432

工具、器具及び備品（純額） 166 173 

土地 1,116 1,116 

リース資産 111 111 

減価償却累計額 △17 △40

リース資産（純額） 93 70 

建設仮勘定 15 1 

有形固定資産合計 4,324 4,211 
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(単位：百万円) 

前事業年度 
(平成28年３月31日) 

当事業年度 
(平成29年３月31日) 

無形固定資産 

ソフトウエア 382 382 

その他 0 0 

無形固定資産合計 382 383 

各事業共用固定資産合計 4,707 4,594 

その他の固定資産 

有形固定資産 

土地 385 313 

有形固定資産合計 385 313 

その他の固定資産合計 385 313 

投資その他の資産 

投資有価証券 26 26 

関係会社株式 383 383 

長期前払費用 620 531 

繰延税金資産 － 2,065 

その他 237 175 

貸倒引当金 △19 △18

投資その他の資産合計 1,249 3,164 

固定資産合計 38,002 41,551 

資産合計 ※１ 232,549 ※１ 208,507

負債の部 

流動負債 

高速道路事業営業未払金 29,925 17,232 

未払金 2,682 3,671 

リース債務 36 34 

未払費用 294 287 

未払法人税等 313 310 

未払消費税等 344 825 

受託業務前受金 644 885 

前受金 221 45 

預り金 ※３ 11,564 ※３ 16,097

賞与引当金 685 691 

その他 661 660 

流動負債合計 47,375 40,740 

固定負債 

道路建設関係社債 ※１ 53,491 ※１ 43,493

道路建設関係長期借入金 75,907 67,284

リース債務 109 74 

繰延税金負債 74 － 

受入保証金 53 53 

退職給付引当金 21,540 20,561 

役員退職慰労引当金 26 25 

ETCマイレージサービス引当金 34 31 

固定負債合計 151,237 131,526 

負債合計 198,613 172,266 
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(単位：百万円) 

前事業年度 
(平成28年３月31日) 

当事業年度 
(平成29年３月31日) 

純資産の部 

株主資本 

資本金 10,000 10,000 

資本剰余金 

資本準備金 10,000 10,000 

資本剰余金合計 10,000 10,000 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

固定資産圧縮積立金 153 148 

高速道路事業別途積立金 10,692 11,823 

繰越利益剰余金 3,090 4,269 

利益剰余金合計 13,935 16,241 

株主資本合計 33,935 36,241 

純資産合計 33,935 36,241 

負債・純資産合計 232,549 208,507 
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②【損益計算書】

(単位：百万円) 

前事業年度 
(自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日) 

高速道路事業営業損益 

営業収益 

料金収入 172,339 173,200 

道路資産完成高 71,189 62,683 

受託業務収入 0 0 

その他の売上高 47 28 

営業収益合計 243,577 235,912 

営業費用 

道路資産賃借料 129,701 130,203 

道路資産完成原価 71,094 62,683 

管理費用 41,747 43,300 

受託業務費用 0 0 

営業費用合計 242,543 236,188 

高速道路事業営業利益又は高速道路事業営業損失

（△）
1,034 △275

関連事業営業損益 

営業収益 

受託業務収入 7,626 6,533 

駐車場事業収入 522 526 

休憩所等事業収入 72 71 

その他営業事業収入 1,365 1,569 

営業収益合計 9,587 8,701 

営業費用 

受託業務費用 7,617 6,607 

駐車場事業費 238 235 

休憩所等事業費 73 73 

その他営業事業費 1,127 1,405 

営業費用合計 9,056 8,322 

関連事業営業利益 530 378 

全事業営業利益 1,565 103 

営業外収益 

受取利息 1 0 

有価証券利息 10 1 

受取配当金 ※１ 177 ※１ 198

土地物件貸付料 32 62 

原因者負担収入 16 13 

ハイウェイカード前受金取崩益 37 － 

雑収入 90 67 

営業外収益合計 364 342 
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(単位：百万円) 

前事業年度 
(自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日) 

営業外費用 

支払利息 ※１ 25 ※１ 12

偽造ハイウェイカード損失 1 1 

雑損失 27 0 

営業外費用合計 54 15 

経常利益 1,874 430 

特別利益 

固定資産売却益 ※２ 49 － 

特別利益合計 49 － 

特別損失 

固定資産売却損 － ※３ 41

固定資産除却費 ※４ 71 ※４ 13

減損損失 4 54

特別損失合計 75 109 

税引前当期純利益 1,848 320 

法人税、住民税及び事業税 176 21 

過年度法人税等 93 － 

法人税等調整額 △35 △2,007

法人税等合計 234 △1,985

当期純利益 1,614 2,305 
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：百万円) 

株主資本 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 
合計 固定資産 

圧縮積立金 

高速道路 
事業 

別途積立金 

関連事業 
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 10,000 10,000 153 10,568 3 1,597 12,321 32,321 32,321 

当期変動額 

固定資産圧縮積立金の 
取崩 

△4 4 － － － 

税率変更に伴う固定資産
圧縮積立金の増加 

4 △4 － － － 

別途積立金の積立 123 △123 － － － 

別途積立金の取崩 △3 3 － － － 

当期純利益 1,614 1,614 1,614 1,614 

当期変動額合計 － － 0 123 △3 1,493 1,614 1,614 1,614 

当期末残高 10,000 10,000 153 10,692 － 3,090 13,935 33,935 33,935 

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

(単位：百万円) 

株主資本 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 
合計 固定資産 

圧縮積立金 

高速道路 
事業 

別途積立金 

関連事業 
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 10,000 10,000 153 10,692 － 3,090 13,935 33,935 33,935 

当期変動額 

固定資産圧縮積立金の 
取崩 △4 4 － － － 

税率変更に伴う固定資産
圧縮積立金の増加 

－ － － － － 

別途積立金の積立 1,131 △1,131 － － － 

別途積立金の取崩 － － － － － 

当期純利益 2,305 2,305 2,305 2,305 

当期変動額合計 － － △4 1,131 － 1,179 2,305 2,305 2,305 

当期末残高 10,000 10,000 148 11,823 － 4,269 16,241 36,241 36,241 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券

（時価のないもの）

 移動平均法による原価法によっております。 

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は主として原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

(1）仕掛道路資産

個別法を採用しております。

なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価額に労務費・

人件費等のうち道路建設に要した費用として区分された費用の額及び除却工事費用等資産の取得に要した費用の額

を加えた額としております。 

  また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工事完了の日までに発生したものは建設価

額に算入しております。 

(2) 貯蔵品

主として個別法を採用しております。

３. 固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

構築物   ５～60年 

機械及び装置   ５～17年 

  また、阪神高速道路公団から承継した資産については、上記耐用年数を基にした中古資産の耐用年数によってお

ります。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４. 繰延資産の処理方法

道路建設関係社債発行費

支出時に償却しております。 

５. 引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

 算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時に一括費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９

～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。
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(5）ＥＴＣマイレージサービス引当金

ＥＴＣマイレージサービス制度による高速道路通行料金割引に備えるため、マイレージポイント発生見込額を計

上しております。 

６. 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

道路資産完成高 

  工事完成基準を適用しております。 

受託業務収入 

  当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

７. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処

理の方法と異なっております。 

(2）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（表示方法の変更）

（損益計算書）

  前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「回数券払戻損失」は、金額的重要性が乏

しくなったため、当事業年度においては「営業外費用」の「雑損失」に含めて表示しております。この表示方

法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「回数券払戻損失」に表示していた18百万

円は、「営業外費用」の「雑損失」として組み替えております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を

当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表関係）

※１  担保資産及び担保付債務

高速道路株式会社法第８条の規定により、以下の社債について、当社の総財産を担保に供しております。

前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

道路建設関係社債 53,491百万円（額面53,500百万円） 43,493百万円（額面43,500百万円）

  なお、上記に加えて、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条の規定により、独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構に引き渡した道路建設関係社債153,100百万円（額面）（前事業年度130,660百万円

（額面））について、当社の総財産を担保に供しております。

２  偶発債務

  独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の保有する債券等に対して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。

(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法第16条の規定により、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

が阪神高速道路公団から承継した債券（国が保有している債券を除く。）に係る債務については、独立行政

法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。

前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 15,000百万円 15,000百万円

(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条の規定により、高速道路の新設、改築、修繕又は

災害復旧に要する費用に充てるために負担した債務を独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き

渡した額のうち、以下の金額については、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を

負っております。

前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 166,160百万円 177,600百万円

 なお、上記引渡しにより、以下の債務が減少しております。

前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

道路建設関係社債 47,584百万円 50,000百万円

道路建設関係長期借入金 25,258 18,499

※３  関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

流動負債 

預り金 11,508百万円 16,038百万円
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（損益計算書関係）

※１  関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度

（自  平成27年４月１日

 至  平成28年３月31日）

当事業年度

（自  平成28年４月１日

 至  平成29年３月31日）

受取配当金 177百万円 198百万円

支払利息 15 11

※２  固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度

（自  平成27年４月１日

 至  平成28年３月31日）

当事業年度

（自  平成28年４月１日

 至  平成29年３月31日）

建物 1百万円 －百万円

土地 47 －

計 49 －

※３  固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度

（自  平成27年４月１日

 至  平成28年３月31日）

当事業年度

（自  平成28年４月１日

 至  平成29年３月31日）

土地 －百万円 41百万円

計 － 41

※４  固定資産除却費の内容は次のとおりであります。

前事業年度

（自  平成27年４月１日

 至  平成28年３月31日）

当事業年度

（自  平成28年４月１日

 至  平成29年３月31日）

建物 46百万円 0百万円

構築物 0 －

機械及び装置 － 6

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 0 6

ソフトウエア 23 0

計 71 13

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 該当事項はありません。

当事業年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 該当事項はありません。
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